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山梨県（富士山）における活動報告 

【申請団体の状況】 

● 山梨県では、令和３年３月に改定された火山ハザードマップを基に、火山災害警戒地域

に新たに追加指定された市町村があり、意識啓発が必要となっている。また、令和５年

３月に策定された「富士山火山避難基本計画」において広域避難や観光客等への対応が

盛り込まれた。 

● 富士山は1707年の宝永噴火以降噴火しておらず、噴火の発生頻度が不規則な上、観測機

器を用いた噴火時の観測データが存在せず、噴火の予測が一層困難である。また、火口

の出現位置が噴火直前までわからないという特性上、不確実性を踏まえた防災対応が必

要となる。さらに、居住地域への影響や広域避難、国内外から訪れる多くの観光客への

対応など、様々な観点から対策を検討していく必要がある。 

【講話の内容】 

● 2000年噴火以前から平時の取組として、北海道市民大学講座、子ども郷土史講座、防災

マップの作成、防災講演会等で火山防災の啓

発を実施している。 

● 2000年噴火時の災害応急対応のポイントと

して、専門家からの職員への直接連絡、火山

活動の現況報告会、一時帰宅等を行ったこと

があげられる。 

● 復旧・復興の取組として、観光客の安全確保

に関する指針、復興計画の作成、防災マップ

による土地利用を行ったほか、エコミュージ
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申請団体 山梨県 

活動日 令和６年７月 17日（水） 

活動場所 山梨県富士山科学研究所 

活動した取組名 富士山火山防災対策協議会第２回山梨県コアグループ会議 

参加者 
富士山火山防災対策協議会山梨県コアグループ会議 

構成機関 45名 

活動の目的 

過去の噴火災害における広域避難や観光客への対応事例、それ

らの対策についての講話や助言を行うことで、富士山の火山防

災対策に資することを目的とする。 

活動の概要 

協議会山梨県コアグループ構成機関が今回の支援対象であるこ

とを踏まえ、壮瞥町が行っている火山防災の取組について講話

した。 
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アム構想・ジオパークの取組を行った。 

● 火山との共生や次の噴火に備え、意識啓発の

ための防災キャンプ、火山専門家等を確保す

るための専門家等の防災学識アドバイザー

への委嘱等を行っている。 

【質疑応答】 

● 2000年噴火において、住宅等建物への被害

は、どのような火山現象によるものか。 

 噴石と地殻変動による被害が多かった。

火砕流による被害はなく火山泥流も小

規模なものは発生したが、被害はない。 

● 降灰の影響はあったか。 

 2000年噴火の際は、農作物の作付け前で

あり、被害はなかった。1977年の噴火で

は、農作物への降灰被害が発生した。 

● 2000年噴火は、広域避難が行われたのか。 

 町民の９割が避難した旧虻田町は、隣町

の豊浦町だけでは収容できず、振興局の

枠を超えて長万部町に避難した。そのた

め、広域避難に該当する。ただ、壮瞥町

は避難対象が約400名、自主避難者が600

名ほどであり一部を除いて町内の避難

所に収容できた。 

● エコミュージアム構想は、復興を進める中で

出てきた考えか。 

 1999年に壮瞥町まちづくり総合計画で、

位置付けたもので、復興策として広域で

推進することとしたもの。 

 また、次の噴火に備え、有珠山周辺の市

町は、事前復興の考えをまちづくり計画

に取り入れている。こういった事前の復

興への取組は重要だと考えている。 
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【活動の様子】 

【現地視察の様子】 

●  山梨県火山対策室と富士山科学研究所の案内で、富士山五合目周辺の視察を行った。 

 

令和６年度から設置された 
五合目の登山道入り口ゲート 県職員による富士吉田登山道の説明 

御庭入口からお中道 
「御庭」に向かう登山道 

富士山科学研究所の火山専門家による 
御庭・奥庭第２火口列の説明 


